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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第87期
第１四半期
連結累計期間

第88期
第１四半期
連結累計期間

第87期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 3,297 3,385 13,406

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △64 47 80

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) △42 37 92

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △93 28 224

純資産額 (百万円) 2,179 2,480 2,496

総資産額 (百万円) 9,241 9,333 9,307

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) △2.88 2.58 6.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.6 26.6 26.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第87期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第87期及び第88期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

(1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあっ

て、緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、海外経済の不確実性や、金融資本市場の変動の影響によ

り、依然として不透明な状況が続いております。当社グループはこのような状況下におきまして、顧客ニーズに柔

軟に対応するとともに、積極的な営業展開に努めてまいりました結果、総取扱量は前年同期間比0.1％減少しました

が、売上高は33億85百万円余(対前年同期間87百万円余増)となりました。損益面につきましては、売上高の増加、

外注費比率が微減したことにより、営業総利益は前年同期間比32.5％増加し２億31百万円余(対前年同期間56百万円

余増)となりました。営業利益は、８百万円余(前年同期間は営業損失76百万円余)、経常利益は47百万円余(前年同

期間は経常損失64百万円余)、親会社株主に帰属する四半期純利益は37百万円余(前年同期間は親会社株主に帰属す

る四半期純損失42百万円余)の計上となっております。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①輸出部門

輸出部門におきましては、雑貨が減少しましたが、機械機器製品が増加したことにより、輸出部門の売上高は前

年同期間比3.1％増加し７億57百万円余、セグメント利益は８百万円余（前年同期間はセグメント損失52百万円余）

の計上となりました。

②輸入部門

輸入部門におきましては、雑貨及び機械製品が増加したことにより、輸入部門の売上高は前年同期間比9.9％増加

し13億51百万円余、セグメント損失は３百万円余（前年同期間はセグメント損失36百万円余）の計上となりまし

た。

③国際部門

国際部門におきましては、国際輸出は、メキシコ向け機械及び機械部品が好調に推移したことに加え、中国向け

建材の取扱いを伸ばしましたが、北米向け建機が低迷したため、国際輸出部門の売上高は前年同期間比12.5％減少

し３億71百万円余の計上となりました。国際輸入は、東南アジアからの繊維製品、雑貨は堅調に推移しましたが、

主力の中国からの繊維製品、家具、建材の取扱いが低調に推移したことにより、国際輸入部門の売上高は前年同期

間比1.5％減少し８億55百万円余の計上となりました。その結果、国際部門の売上高は前年同期間比5.1％減少し12

億26百万円余、セグメント損失は13百万円余(前年同期間はセグメント損失２百万円余)の計上となりました。

④その他

船内荷役、港湾関連及び倉庫業等の売上合計は前年同期間比11.5％増加し65百万円余となり、セグメント利益は

前年同期間比２百万円余増加し17百万円余の計上となりました。

　

（注） 上記のセグメントの営業収入には、セグメント間の内部営業収入15百万円余を含んでおります。
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(2)財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ25百万円余増加し、93億33百万円余となりま

した。流動資産は95百万円余増の34億45百万円余、固定資産は70百万円余減の58億87百万円余であります。流動資

産増加の主な要因は、受取手形及び売掛金の減少がありますが、現金及び預金の増加等によるものであります。固

定資産減少の主な要因は、減価償却費の計上による有形・無形固定資産の減少によるものであります。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ微増し、43億27百万円余となりました。固定負債は、前連結会計年度末に

比べ、40百万円余増加し25億24百万円余となりました。流動負債増加の主な要因は、支払手形及び営業未払金、短

期借入金の減少がありますが、賞与引当金の増加等によるものであります。固定負債増加の主な要因は、長期借入

金の増加等によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ、15百万円余減少し、24億80百万円余となりました。これは、退職給付に係

る調整累計額の増加がありますが、その他有価証券評価差額金の減少等によるものであります。

 

(3)研究開発活動

該当事項はありません。

 

(4)従業員数

当第１四半期連結累計期間において著しい増減はありません。

 

(5)生産、受注及び販売の実績

当社グループは、生産、受注及び販売を行う事業を行っておりませんので、記載を省略しております。

 

(6)主要な設備

新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第１四半期連結累計期間において、重要な変動はありませ

ん。

 

(7)経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの主要な事業である港湾運送における貨物量は、景気の変動はもとより、業者間の価格競争や、生

産在庫調整等など顧客の物流政策の変更による影響を受けます。また、海外地域における貿易に関する法的規制

や、産業構造の変化及び物流形態の変革等によって増減する可能性があります。

政府の経済政策等により引き続き緩やかな回復が期待されるものの、中国をはじめとする新興国等の経済の先行

き、政策に関する不確実性による影響、金融資本市場の変動の影響等により、依然として不透明な状況が続いてお

ります。また、顧客の物流コスト削減要請に伴う業者間の価格競争激化が危惧されるなど、当社グループを取り巻

く事業環境の厳しさは継続するものと思われます。、

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、景気の動向や経営環境の変化に柔軟に対応し、継続

的に安定した収益を確保できる基盤を確立するため、海外物流拠点の充実による効率的で且つきめ細かいサービス

の提供など「国際物流業務のトータルプランナーとして常に革新する企業」を目指し、顧客のニーズの変化に対応

した事業体となる経営を進めてまいります。

今後の見通しにつきましては、自家施設を含め経営資源を有効活用し、収益性の改善を図るとともに、営業部門

の強化を行い売上拡大を目指し、業績の向上に努めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,000,000

計 54,000,000
 

(注)　平成29年６月29日開催の第87回定時株主総会において、株式併合（当社普通株式について10株を１株の割合で

併合）に係る議案が承認可決されております。これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）を

もって、発行可能株式総数は5,400,000株となります。

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,700,000 14,700,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株
であります。

計 14,700,000 14,700,000 ― ―
 

(注) １．平成29年６月29日開催の第87回定時株主総会において、10株を１株とする株式併合が承認可決され、株式併

合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行済株式総数は1,470,000株となります。

２．平成29年５月12日開催の取締役会において、平成29年６月29日開催の第87回定時株主総会において株式併合

の議案が承認可決されることを条件として、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株

式数を1,000株から100株に変更する旨が承認可決されております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年６月30日 ― 14,700 ― 735,000 ― 170,427
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 33,000

 

― ―

(相互保有株式)
普通株式 36,000

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,595,000
 

 

14,595 ―

単元未満株式 普通株式 36,000
 

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数  14,700,000
 

― ―

総株主の議決権 ― 14,595 ―
 

(注) １ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権

１個）含まれております。

３ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式707株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
トレーディア株式会社

神戸市中央区海岸通1-2-22 33,000 ― 33,000 0.2

(相互保有株式)
広瀬産業海運株式会社

大阪市港区築港3-1-8 5,000 ― 5,000 0.0

(相互保有株式)
三笠陸運株式会社

神戸市中央区港島8-11-6 12,000 ― 12,000 0.1

(相互保有株式)
株式会社忠和商会

横浜市中区新山下3-2-15 19,000 ― 19,000 0.1

計 ― 69,000 ― 69,000 0.5
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、神明監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 639,052 744,145

  受取手形及び売掛金 1,753,946 1,703,089

  繰延税金資産 56,623 56,623

  立替金 799,284 804,406

  その他 108,518 143,111

  貸倒引当金 △7,275 △5,603

  流動資産合計 3,350,150 3,445,772

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,417,565 1,393,085

   機械装置及び運搬具（純額） 42,203 44,674

   工具、器具及び備品（純額） 4,955 4,530

   土地 1,781,656 1,781,656

   リース資産（純額） 97,384 92,875

   有形固定資産合計 3,343,765 3,316,822

  無形固定資産   

   借地権 34,560 34,560

   その他 158,217 145,968

   無形固定資産合計 192,777 180,528

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,178,534 1,178,654

   差入保証金 786,436 786,367

   その他 464,277 433,129

   貸倒引当金 △8,017 △8,017

   投資その他の資産合計 2,421,231 2,390,133

  固定資産合計 5,957,775 5,887,484

 資産合計 9,307,926 9,333,256
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び営業未払金 1,356,489 1,323,010

  短期借入金 2,437,530 2,392,406

  リース債務 39,554 39,648

  未払法人税等 41,222 14,164

  賞与引当金 121,360 211,285

  その他 331,052 347,271

  流動負債合計 4,327,208 4,327,785

 固定負債   

  長期借入金 2,009,796 2,112,048

  リース債務 66,443 66,272

  長期未払金 72,137 60,423

  繰延税金負債 122,367 118,049

  役員退職慰労引当金 74,257 51,152

  退職給付に係る負債 138,929 116,736

  固定負債合計 2,483,930 2,524,682

 負債合計 6,811,139 6,852,467

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 735,000 735,000

  資本剰余金 170,427 170,427

  利益剰余金 1,376,952 1,370,817

  自己株式 △9,828 △9,828

  株主資本合計 2,272,551 2,266,415

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 237,222 219,899

  退職給付に係る調整累計額 △12,987 △5,526

  その他の包括利益累計額合計 224,235 214,372

 純資産合計 2,496,786 2,480,788

負債純資産合計 9,307,926 9,333,256
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

営業収入 3,297,561 3,385,397

営業費用 3,122,731 3,153,722

営業総利益 174,829 231,674

一般管理費 251,387 222,694

営業利益又は営業損失（△） △76,557 8,979

営業外収益   

 受取利息及び配当金 20,623 15,766

 持分法による投資利益 12,520 23,658

 その他 16,739 17,420

 営業外収益合計 49,883 56,845

営業外費用   

 支払利息 20,474 17,902

 その他 16,951 744

 営業外費用合計 37,425 18,646

経常利益又は経常損失（△） △64,100 47,178

特別利益   

 固定資産処分益 29 49

 特別利益合計 29 49

特別損失   

 固定資産除売却損 0 -

 特別損失合計 0 -

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△64,070 47,228

法人税等 △21,772 9,365

四半期純利益又は四半期純損失（△） △42,298 37,863

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△42,298 37,863
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △42,298 37,863

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △59,245 △17,323

 退職給付に係る調整額 8,145 7,461

 その他の包括利益合計 △51,099 △9,862

四半期包括利益 △93,397 28,000

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △93,397 28,000

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

税金費用の計算 税金費用につきましては、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等

調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調

整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。また、見積実効税

率を使用できない場合は、税金等調整前四半期純利益に一時差異に該当しない重要な

差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して、次の通り債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

 

神戸港島港運協同組合 260,640千円 神戸港島港運協同組合 249,375千円

（同組合員3社と連帯保証）  （同組合員3社と連帯保証）  
     

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

減価償却費 61,586千円 59,077千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 73,335 5 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 43,998 3 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)3

輸出 輸入 国際

売上高        

  外部顧客への売上高 734,673 1,230,273 1,292,974 39,639 3,297,561 ― 3,297,561

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 18,885 18,885 △18,885 ―

計 734,673 1,230,273 1,292,974 58,524 3,316,446 △18,885 3,297,561

セグメント利益又は損失(△) △52,838 △36,225 △2,559 15,065 △76,557 ― △76,557
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、船内荷役、港湾関連、倉庫業及び

その他の事業を含んでおります。

２．調整額△18,885千円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失(△)の合計は、四半期連結損益計算書の営業損失であります。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)3

輸出 輸入 国際

売上高        

  外部顧客への売上高 757,139 1,351,488 1,226,710 50,058 3,385,397 ― 3,385,397

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 15,223 15,223 △15,223 ―

計 757,139 1,351,488 1,226,710 65,282 3,400,620 △15,223 3,385,397

セグメント利益又は損失(△) 8,424 △3,592 △13,759 17,906 8,979 ― 8,979
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、船内荷役、港湾関連、倉庫業及び

その他の事業を含んでおります。

２．調整額△15,223千円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失(△)の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

△２円88銭 ２円58銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円)

△42,298 37,863

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金
額又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
損失金額（△）(千円)

△42,298 37,863

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,655 14,654
 

(注) １．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月９日

トレーディア株式会社

取締役会  御中

 

神明監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
公認会計士   岡   田   憲   二   印

 

 

代表社員

業務執行社員
公認会計士   赤　　松　　秀　　世 　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトレーディア株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トレーディア株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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